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Ⅰ 当社の概況及び組織に関する事項 

 

１．商 号              

北洋証券株式会社 

 

２．登録年月日(登録番号）   

2007年 9月 30日 (北海道財務局長(金商）第１号） 

 

３．沿革及び経営の組織 

  （１）会社の沿革 

年    月 沿          革 

1936年  4月 

1938年  2月 

1948年 11月 

1949年  2月 

1950年  3月 

1950年  4月 

1955年  4月 

1957年  3月 

1967年 8・9月 

 

1968年  4月 

1977年 10月 

1986年  9月 

1988年  5月 

1988年  9月 

1990年  5月 

1990年  8月 

1992年 10月 

1995年  8月 

1997年 10月 

1998年 12月 

2003年  3月 

2004年 12月 

2005年  5月 

2006年 10月 

2009年  9月 

 

2012年 10月 

2012年 12月 

2018年  4月 

上光商店にて証券売買を創業(小樽市) 

株式会社に改組(上光証券株式会社) 

証券業の登録 

帯広森商店を買収、帯広出張所新設（現帯広支店） 

札幌出張所新設 

札幌証券取引所設置に伴い取引所会員となる 

室蘭証券(株)を吸収合併、室蘭出張所新設(現室蘭支店) 

東京出張所新設 

営業所名変更    札幌支店、東京支店、室蘭支店、 

札幌支店帯広出張所となる 

証券業免許取得（改正証券取引法による） 

苫小牧営業所新設（現苫小牧支店） 

本店所在地を札幌に移転、小樽支店設置 

資本金３億円に増資 

引受業務(第３号)免許取得 

東京支店京橋営業所新設 

札幌駅北口支店新設 

東京支店京橋営業所、東京支店へ統合 

札幌駅北口支店、本店へ統合 

資本金５億円に増資 

証券業登録（改正前証券取引法による） 

東京支店、本店へ統合 

ジャスダック証券取引所会員となる 

東京証券取引所会員となる 

北見支店新設 

大阪証券取引所の合併に伴い、ジャスダック証券取引所 

会員脱退 

新さっぽろ営業所新設  

第２種金融商品取引業登録 

旭川支店新設 
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2018年 10月 

 

2018年 12月 

2019年  3月 

2019年  4月 

 

株式交換により株式会社北洋銀行の完全子会社となる 

「銀証共同店舗」を開設（本店営業部移転） 

資本金３０億円に増資 

新さっぽろ営業所廃止（本店及び豊平支店へ統合） 

上光証券株式会社から北洋証券株式会社に商号変更 

豊平支店新設 
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（２）経営の組織（2023年 4月 1日現在） 
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４．株式の保有数の上位 10位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及

び総株主等の議決権に占める当該株式に係る議決権の数の割合 

（2023年 3月 31日現在） 

氏名又は名称 保有株式数(株) 割合（％） 

株式会社北洋銀行 22,151,516 100.00 

    

 

  ５．役員の氏名又は名称 

（2023年 3月 31日現在） 

役  職  名 氏   名 代表権の有無 常勤・非常勤の別 

取 締 役 会 長 軒  名     彰 有 常  勤 

取 締 役 社 長 伊  藤  博  公 有 常  勤 

専 務 取 締 役 大  谷     聡 無 常  勤 

監   査   役 藤  井  文  世 － 常  勤 

監   査   役 押  野    均 － 非常勤 

 

 

６．政令で定める使用人の氏名  

 （１）金融商品取引業に関し、法令等を遵守させるための指導に関する業務を統括する者の氏名 

氏     名 役   職   名 

大  谷     聡 
専務取締役 

（内部管理統括責任者） 

梅  澤     孝 
執行役員 ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ部長 

（内部管理統括補助責任者） 

 

（2）投資助言業務に関し、助言又は運用を行う部門を統括する者の氏名 

氏     名 役   職   名 

橋 本    直 子  商品本部長 兼 金融商品部長 
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 ７．業務の種別 

  （１）第一種金融商品取引業 (金融商品取引法第２条第８項第１号から３号、第５号、第６号、第

８号、第９号、第 16号、第 17号) 

業 務 の 種 類 

①有価証券の売買、市場デリバティブ取引または外国市場デリバティブ取引 

②有価証券の売買、市場デリバティブ取引または外国市場デリバティブ取引の媒介、取

次ぎまたは代理 

③取引所金融市場における有価証券の売買または市場デリバティブ取引の委託の媒介、

取次ぎまたは代理ならびに外国金融市場における有価証券の売買、または外国市場

デリバティブ取引の委託の媒介、取次ぎまたは代理 

④有価証券の募集もしくは売出しの取扱いまたは私募の取扱い 

⑤有価証券の引受け 

⑥有価証券等清算取次ぎ 

 

（２）第二種金融商品取引業 （金融商品取引法第２条第８項第９号） 

業 務 の 種 類 

①みなし有価証券の売買、媒介、取次ぎまたは代理 

②みなし有価証券の募集、売出しの取扱いまたは私募の取扱い 

 

（３）金融商品取引業付随業務 （金融商品取引法第 35条第１項） 

業 務 の 種 類 

①有価証券の貸借業務 

②信用取引に付随する金銭の貸付業務 

③保護預り有価証券担保貸付業務 

④有価証券に関する顧客の代理業務 

⑤受益証券に係る収益金、償還金または解約金の支払いに係る代理業務 

⑥投資証券等に係る金銭の分配、払戻金もしくは残余財産の分配または利息もしくは 

 償還金の支払いに係る代理業務 

⑦累積投資契約の締結 

⑧有価証券に関連する情報の提供または助言業務 

⑨他の金融商品取引業者等の業務の代理 

 

（４）金融商品取引業届出業務 （金融商品取引法第 35条第２項） 

業 務 の 種 類 

その行う業務に係る顧客に対し他の事業者のあっせん又は紹介を行う業務 

 

（５）投資助言・代理業（金融商品取引法第２条第８項第 13号） 

業 務 の 種 類 

投資一任契約の締結の媒介 
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８．本店その他の営業所又は事務所の名称及び所在地 

（2023年 3月 31日現在） 

名     称 所    在     地 

本 社 
〒060-0042 

札幌市中央区大通西 3丁目 11番地 

本 店 営 業 部 
〒060-0042 

札幌市中央区大通西 3丁目 11番地 

小 樽 支 店 
〒047-0032 

小樽市稲穂 1丁目 4番 12号 

室 蘭 支 店 
〒050-0074 

室蘭市中島町 1丁目 19番 1号 

帯 広 支 店 
〒080-0012 

帯広市西 2条南 12丁目 1番地 

苫 小 牧 支 店 
〒053-0022 

 苫小牧市表町 2丁目 1番 1号 

北 見 支 店 
〒090-0023 

北見市北 3条東 1丁目 2番地 

旭 川 支 店 
〒070-0034 

旭川市 4条通 9丁目 1703番地 

豊 平 支 店 
〒062-0904 

札幌市豊平区豊平 4条 6丁目 1番 20号 

 

９．他に行っている事業の種類 

匿名組合契約の締結の媒介、取次ぎに係る業務 

他の事業者のあっせんまたは紹介を行う業務 

 

１０．苦情処理及び紛争解決の体制 

お客様は、当社のお取引に関する苦情等について、当社にお申出いただくほか、特定

非営利活動法人「証券・金融商品あっせん相談センター（FINMAC）」をご利用になれま

す。 

 

１１．加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

   日本証券業協会 

 

１２．会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

株式会社東京証券取引所 

証券会員制法人札幌証券取引所 

 

１３．加入する投資者保護基金の名称 

      日本投資者保護基金 
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Ⅱ 業務の状況に関する事項 

１．当期の業務の概要 

   当事業年度における国内経済は、長期化する新型コロナウイルス感染症、ロシアによ

るウクライナ侵攻、原油・原材料価格の高騰や物資の供給制約、急速な円安の進行など

の影響により、22 年 10-12 月期の実質ＧＤＰも前期比年率＋0.1％にとどまるなど景

気回復の動きは緩慢で停滞感の強い状態が続いています。 

 株式市場においては、米連邦準備理事会（FRB）の長期的な金融引き締め姿勢を受け、

日経平均株価は 10月初旬 25,000円台まで下落しました。その後は、米国のインフレ鈍

化を背景に金融引き締めが減速するとの期待から上昇に転じ、2023年 3月においては、

27,000～28,000 円台のレンジで推移しました。 

また、為替市場においては日米間の内外金利差の拡大に伴い、10月 21日のドル円相

場は一時 1 ドル=151 円 90 銭台となり、1990 年以来 32 年ぶりの安値を更新しました。 

一方、国内における投資環境の整備として、政府の「資産所得倍増プラン」が公表さ

れ、その第一の柱に「家計金融資産を貯蓄から投資にシフトさせる NISAの抜本的拡充

や恒久化」が掲げられました。これを受け「令和 5 年度の税制改正の大綱」において

2024年以降の税制優遇制度「NISA（少額投資非課税制度）」の抜本的拡充・恒久化の方

針が示されました。 

このような環境下、当社はお客さま本位の業務運営を徹底し、紹介業務を積極的に推

進したほか、預り資産の積上げに向けた投資信託営業を強化し、安定的な収益基盤の確

立に取り組んでまいりました。 

具体的には、外部からの出向者受け入れなどにより、札幌圏の営業活動を強化すると

ともに、商品選定部署の体制を強化し、付加価値の高い商品提供に努めてまいりました。 

しかしながら FRB の利上げに伴う米国マーケットの急激な変動などから、トレーデ

ィング損益は当初計画を大幅に下回り、投資信託営業に注力したものの大幅な減収と

なりました。 

以上のことより、当事業年度における営業収益については、対前期比 6億 87百万円

減少（同△39.4％）の 10億 58百万円となりました。 

 費用面では、銀行からの出向者受け入れによる人件費の増加などから、販売費・一般

管理費で対前期比 25百万円増加（同+1.5%）し、17億 10百万円となりました。 

この結果、経常利益は対前期比 7 億 22 百万円減少の△6 億 63 百万円、当期純利益は

対前期比 7億 71 百万円減少し、△6億 69 百万円となりました。 

また、純資産額は対前期比 6億 75百万円減少し、27億 62百万円となりました。 
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２．業務の状況を示す指標  

  （１）経営成績等の推移 (単位：百万円) 

 2021年 3月期 2022年 3月期 2023年 3月期 

資 本 金 3,000 3,000 3,000 

発行済株式総数 (百万株) 22 22 22 

営 業 収 益 1,673 1,746 1,058 

（受入手数料) 563 672 689 

（委託手数料） 363 329 302 

（引受・売出し・特定投

資家向け売付け勧誘

等の手数料） 

 

- 

 

- 

 

- 

（募集・売出し・特定投

資家向け売付け勧誘

等の取扱手数料） 

 

142 

 

261 

 

259 

（その他の受入手数料）         57 81   127 

（代行手数料）     48 74    119 

（トレーディング損益） 1,102 1,064 359 

 （株券等） 0 1 46 

 （債券等） 1,167 1,080 326 

 （その他） △64 △18 △13 

純 営 業 収 益 1,669 1,741 1,053 

経常利益   （ △損失 ） 93 58 △663 

当期純利益 （△損失 ）  130 101 △669 

 

  （2）有価証券引受・売買等の状況 

   ① 株券の売買高の推移 (単位：百万円) 

 2021年 3月期 2022年 3月期 2023年 3月期 

自      己 - 310 5,018 

委      託 41,317 37,094 35,572 

計 41,317 37,404 40,590 
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 ② 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の 

募集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況                                         

(単位：百万円) 

区  分 引受高 売出高 

特 定 投 資

家向け売付

け勧誘等の

総      額 

募集の 

取扱高 

売出の 

取扱高 

私募の 

取扱高 

特 定 投 資

家向け売付

け勧誘等の

取  扱  高 

2021 

年 

３ 

月 

期 

株券 - - - 32 - - - 

国債証券 -   -  - - 

地方債証券 -   -  - - 

特殊債券 - - - - - - - 

社債券 4,851 3,751 - 1,100 476 - - 

受益証券    45,039 - - - 

その他 - - - - - - - 

2022 

年 

３ 

月 

期 

株券 - - - 11 531 - - 

国債証券 -   17  - - 

地方債証券 -   -  - - 

特殊債券 - - - - - - - 

社債券 2,474 1,374 - 1,000 112 - - 

受益証券    52,811 - - - 

その他 - - - - - - - 

2023 

年 

３ 

月 

期 

株券 - - - 17 18 - - 

国債証券 -   -  - - 

地方債証券 -   -  - - 

特殊債券 - - - - - - - 

社債券 3，233 2,133 - 1,100 397 - - 

受益証券    44,486 - - - 

その他 - - - - - - - 

 

  （３）その他業務の状況  

    匿名組合契約に係る業務、あっせん紹介業務を行っていますが、収益・取引高ともに 

    僅少なため記載を省略しております。 
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（４）自己資本規制比率の状況 (単位：百万円) 

 2021年 3月期 2022年 3月期 2023年 3月期 

自己資本規制比率 

（Ａ／Ｂ×100） 
624.0% 571.3% 460.5% 

固定化されていない 

自己資本（Ａ） 
   3,176 3,187 2,510 

リスク相当額（Ｂ） 508 557 545 

 

 

 

 

 

市場リスク相当額 99 103 90 

取引先リスク相当額 45 37 34 

基礎的リスク相当額 364 416 420 

暗号等資産等による 

控除額 
- - - 

 

  （５）使用人の総数及び外務員の総数  （単位 : 名） 

 2021年 3月期 2022年 3月期 2023年 3月期 

 使用人 117 141 145 

 （ うち外務員 ） 110 134 137 
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Ⅲ 財産の状況に関する事項 

 １．経理の状況 

（１）貸借対照表 (単位：千円)  

資    産    の    部 負    債    の    部 

科   目 
金   額 

科   目 
金   額 

2 0 2 2 年 3 月 2 0 2 3 年 3 月 2 0 2 2 年 3 月 2 0 2 3 年 3 月 

流  動  資  産 

現 金 ・ 預 金         

有 価 証 券 

預 託 金 

トレーディング商品 

約 定 見 返 勘 定 

信 用 取 引 資 産 

短 期 差入 保証 金 

前 払 金 

未 収 入 金 

未収還付法人税等 

未 収 収 益 

その他の流動資産 

貸 倒 引 当 金 

固  定  資  産 

  有 形 固 定 資 産      

    建 物 

    器 具 ・ 備 品 

    土 地 

    リ ー ス 資 産 

  無 形 固 定 資 産 

  投資その他の資産 

  投 資 有 価 証 券 

    出 資 金 

    長 期 貸 付 金 

    長期差入保証金 

    長 期 前 払 費 用 

    そ の 他 

    貸 倒 引 当 金 

8,799,298 

3,290,098 

54,000 

4,615,944 

- 

102,929 

694,551 

3,000 

11,241 

5,520 

9,293 

14,096 

10 

△1,387 

329,134 

113,103 

84,338 

23,958 

4,807 

- 

4,413 

211,617 

111,415 

1,526 

6,377 

70,215 

20,815 

4,000 

△2,732 

7,235,967 

2,062,111 

54,000 

4,315,944 

17,311 

123,271 

629,516 

3,000 

11,777 

5,680 

503 

14,228 

8 

△1,387 

321,702 

107,006 

78,560 

20,611 

4,807 

3,026 

6,172 

208,523 

103,121 

1,526 

4,142 

75,210 

22,535 

4,000 

△2,012 

流  動  負  債 

 信 用 取 引 負 債  

 預 り 金 

 受 入 保 証 金 

 未 払 金 

 リ ー ス 債 務 

 未 払 法 人 税 等 

 賞 与 引 当 金 

  その他の流動負債 

固  定  負  債 

  リ ー ス 債 務 

 繰 延 税 金 負 債 

 退職給付引当金 

 資 産 除 去 債 務 

 その他の固定負債 

特別法上の準備金 

 金融商品取引責任準備金 

5,559,805 

640,302 

4,778,775 

36,732 

63,689 

- 

12,397 

27,240 

668 

111,428 

- 

15,920 

56,793 

35,786 

2,928 

19,606 

19,606 

4,661,898 

593,441 

3,924,072 

36,669 

80,000 

677 

9,849 

16,300 

888 

113,652 

2,708 

13,398 

58,684 

35,933 

2,928 

19,606 

19,606 

負 債 合 計 5,690,840 4,795,157 

純  資  産  の  部 

株主資本 

 資本金 

 利益剰余金 

  利益準備金 

  その他利益剰余金 

   別途積立金 

   繰越利益剰余金  

評価・換算差額等 

 その他有価証券評価差額金 

3,401,159 

3,000,000 

401,159 

125,000 

276,159 

44,022 

232,137 

36,432 

36,432 

2,731,851 

3,000,000 

△268,148 

125,000 

△393,148 

44,022 

△437,170 

30,660 

30,660 

純 資 産 合 計 3,437,592 2,762,512 

資 産 合 計 9,128,432 7,557,670 負 債 ・ 純 資 産 合 計 9,128,432 7,557,670 

(注) 記載金額は、千円未満の数字を切り捨てて表示しております。 
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（2）損益計算書 (単位：千円) 

科      目 2022年 3月期 2023年 3月期 

営 業 収 益                       1,746,071  1,058,391  

受 入 手 数 料 672,165  689,202  

ト レ ー デ ィ ン グ 損 益 1,064,302  359,946  

金 融 収 益 9,603  9,241  

金 融 費 用 4,202  4,540  

純 営 業 収 益 1,741,869  1,053,850  

販 売 費 ・ 一 般 管 理 費 1,685,189  1,710,773  

取 引 関 係 費 257,216  212,665  

人 件 費 865,991  969,270  

不 動 産 関 係 費 172,346  135,744  

事 務 費 265,747  271,404  

減 価 償 却 費 7,993  14,375  

租 税 公 課 38,099  34,631  

そ の 他 77,794  72,682  

営 業 利 益 ( △ 損 失 ) 56,680 △656,922 

営 業 外 収 益 4,844  4,873  

営 業 外 費 用 3,160  11,771  

経 常 利 益 （ △ 損 失 ）  58,364  △663,820  

特 別 利 益 57,585  -  

特 別 損 失 8,529  -  

税引前当期純利益 （△損失 ）  107,419 △663,820 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 5,488  5,488  

法 人 税 等 調 整 額 -  -  

当 期 純 利 益 （ △ 損 失 ）   101,931  △669,308  

(注) 記載金額は、千円未満の数字を切り捨てて表示しております。 

  



13 

  （３）株主資本等変動計算書 

  

① 前期 : 2021年 4月 1日から 2022年 3月 31日まで                   （単位：千円）                                               

 

 
株     主     資     本 

評価 ・換

算差額等 

純資産 

合  計 
資 本 金 

利 益 剰 余 金 

株主資本 

合   計 

そ の 他 

有価証券 

評価差額金 

利  益 

準備金 

その他利益剰余金 

利益剰余金 

合    計 
別  途 

積立金 

繰越利益 

剰 余 金 

当期首残高 3,000,000 125,000 44,022 130,205 299,227 3,299,228 42,256 3,341,484 

事業年度中の変動額         

当期純利益    101,931 101,931 101,931  101,931 

株主資本以外の項目の事

業年度中の変動額(純額) 

   
     △5,824 △5,824 

事業年度中の変動額合計 - - - 101,931 101,931 101,931 △5,824 96,107 

当期末残高 3,000,000 125,000 44,022 232,137 401,159 3,401,159 36,432 3,437,592 

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

② 当期 : 2022年 4月 1日から 2023年 3月 31日まで （単位：千円） 

 

 
株     主     資     本 

評価 ・換

算差額等 

純資産 

合  計 
資 本 金 

利 益 剰 余 金 

株主資本 

合   計 

そ の 他 

有価証券 

評価差額金 

利  益 

準備金 

その他利益剰余金 

利益剰余金 

合    計 
別  途 

積立金 

繰越利益 

剰 余 金 

当期首残高 3,000,000 125,000 44,022 232,137 401,159 3,401,159 36,432 3,437,592 

事業年度中の変動額         

当期純損失    △669,308 △669,308 △669,308  △669,308 

株主資本以外の項目の事

業年度中の変動額(純額) 

   
   △5,771 △5,771 

事業年度中の変動額合計 - - - △669,308 △669,308 △669,308 △5,771 △675,079 

当期末残高 3,000,000 125,000 44,022 △437,170 △268,148 2,731,851 30,660 2,762,512 

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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注 記 事 項 

『重要な会社方針に係る注記』 

2022年 3月期 2023年 3月期 

― １． トレーディングに関する有価証券の評価基準 

及び評価方法 

 時価法を採用しております。 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

   市場価格のない株式等以外のもの   

決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定）を採用しております。 

   市場価格のない株式等   

移動平均法による原価法を採

用しております。 

２． トレーデング関連以外の有価証券の評価基準 

及び評価方法 

その他有価証券 

   市場価格のない株式等以外のもの   

時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定）を採用しております。 

   市場価格のない株式等   

移動平均法による原価法を採

用しております。 

２．デリバティブの評価基準及び評価方法 

時価法によっております。 

３．デリバティブの評価基準及び評価方法 

同左 

３．固定資産の減価償却の方法 

 有形固定資産 (リース資産を除く) 

定率法を採用しております。 

ただし、1998 年 ４月 １日以降に取得した

建物(建物附属設備を除く)ならびに 2016 年

４月１日以降に取得した建物附属設備及び

構築物については、定額法を採用しており

ます。 

 無形固定資産 （リース資産を除く） 

定額法によっております。 

なお、ソフトウェア (自社利用分)について

は、社内における利用可能期間(５年)に基

づく定額法を採用しております。 

 リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係

るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零と

する定額法によっております。 

４．固定資産の減価償却の方法 

 有形固定資産 (リース資産を除く) 

同左 

 

 

 

 

 

 無形固定資産 （リース資産を除く） 

同左 

 

 

 

 リース資産 

同左 

４．引当金の計上基準 

貸倒引当金              

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性

を検討し回収不能見込額を計上しております。 

 

５．引当金の計上基準 

貸倒引当金        

同左 
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賞与引当金               

従業員の賞与の支払いに備えるため、当事業

年度末における支給見込み額のうち当事業年

度において負担すべき額を計上しております。 

退職給付引当金           

従業員の退職給付に備えるため、簡便法によ

り、期末における退職給付債務の見込み額（自

己都合により退職する場合の期末要支給相当

額）を計上しております。 

金融商品取引責任準備金   

    証券事故の損失に備えるため、金融商品取引 

    法第 46条の５の規定に基づき「金融商品取引 

    業に関する内閣府令」第 175条に定めるところ 

により算出された額を計上しております。 

賞与引当金     

    同左 

 

 

退職給付引当金   

    同左 

 

 

 

金融商品取引責任準備金    

  同左 

５．収益及び費用の計上基準 

委託手数料を含む受入手数料は、主に顧客から

の売買注文を流通市場に取り次ぐ履行義務を充

足した時に認識され、約定日等に履行義務が充

足されるため、その一時点で収益を認識しており

ます。 

６．収益及び費用の計上基準 

同左 

６．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産及び負債は、決算日の為替相場によ

る円換算額を付しております。 

７．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

    同左 

 

『会計方針の変更に関する注記』 

2022年 3月期 2023年 3月期 

（収益認識に関する会計基準等の適用） 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第

29 号 2020 年 3 月 31 日。以下「収益認識会計基準」

という。）等を当事業年度から適用し、約束した財又は

サービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又

はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収

益を認識することとしております。 

当該会計方針の変更による影響はありません。 

― 

（時価の算定に関する会計基準等の適用） 

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準

第 30 号 2019 年 7 月 4 日。以下「時価算定会計基

準」という。）等を当事業年度の期首から適用しており

ます。これに伴い、その他有価証券のうち市場価格の

ある株式の評価について、決算日前 １カ月の市場価

格の平均に基づく時価法から、決算日の市場価格等

に基づく時価法に変更しております。 

市場価格のある株式の評価については、時価算定

会計基準第 19項及び「金融商品に関する会計基準」

― 
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（企業会計基準第 10号 2019年 7月 4日）第 44-2項

に定める経過的な取扱いに従って、当事業年度の期

首から将来にわたって適用しております。 

― （時価の算定に関する会計基準等の適用） 

 「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第 31 号 2021 年 6 月 17 日。以

下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業

年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針

第 27-2 項に定める経過的な取扱いに従って、時価

算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を

将来にわたって適用することといたしました。 

当該会計方針の変更による影響はありません。 

  

『貸借対照表に関する注記』 

１．有形固定資産の減価償却累計額         

2022年 3月期  2023年 3月期  

126,250千円 139,300千円 

 

２．担保等として差し入れている有価証券の時価額 

 2022年 3月期  2023年 3月期  

信用取引貸証券            1,676千円 81,708千円 

信用取引借入金の本担保証券   634,777千円 517,940千円 

差入保証金代用有価証券        323,534千円 296,308千円 

 

３．担保等として差し入れを受けている有価証券の時価額 

 2022年 3月期  2023年 3月期  

信用取引貸付金の本担保証券   634,777千円 517,940千円 

信用取引借証券   1,676千円 81,708千円 

受入保証金代用有価証券  844,709千円 650,668千円 

 

４． 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

 2022年 3月期  2023年 3月期  

短期金銭債権           1,706,623千円 1,019,822千円 

短期金銭債務  11,288千円 10,021千円 

長期金銭債務  - 千円 2,708千円 
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『損益計算書に関する注記』 

関係会社との取引高  

 2022年 3月期  2023年 3月期  

営業取引による取引高   

営業収益  430千円 2,058千円 

販売費及び一般管理費 375,665千円 362,046千円 

営業取引以外の取引による取引高     26,646千円 - 千円 

 

『株主資本等変動計算書に関する注記』 

2022年 3月期 

１． 事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数  

普通株式   22,151,516株 

２． 剰余金の配当に関する事項 

      該当事項ありません。 

 

2023年 3月期 

１． 事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数  

普通株式   22,151,516株 

２． 剰余金の配当に関する事項 

      該当事項ありません。 

 

『金融商品に関する注記』 

2022年 3月期 

１．金融商品の状況に関する事項 

     当社は、資金運用について預金等を中心に行い、資金調達は銀行等金融機関からの借

入によっています。投資有価証券は株式であり、毎月時価の把握を行っております。 

２．金融商品の時価等に関する事項    

      2022年 3月 31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。 なお、市場価格のない株式等（貸借対照表計上額 26,447千円）は、 

     「その他有価証券」には含めておりません。 

 (単位：千円) 

 貸借対照表計上額 時   価 差  額 

投資有価証券 

その他有価証券 

 

84,968 

 

84,968 

 

－ 

（注 1） 現金は注記を省略しており、預金、預託金、信用取引貸付金、有価証券（譲渡性預

金）、信用取引借入金、預り金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するも

のであることから、注記を省略しております。 

（注 2） 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

     金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じ 

て、以下の 3つのレベルに分類しております。 
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      レベル 1の時価 ： 観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において                  

形成される当該時価の算定の対象となる資産または負債に関する相                  

場価格により算定した時価 

      レベル 2 の時価 : 観察可能な時価に係るインプットのうち、レベル 1 のインプット以外の                  

時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価 

      レベル 3の時価 ： 観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

      時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに

時価を分類しております。 

  投資有価証券  

     上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されてい 

    るため、その時価をレベル 1の時価に分類しております。 

 

2023年 3月期 

１．金融商品の状況に関する事項 

     当社は、資金運用について預金等を中心に行い、資金調達は銀行等金融機関からの借

入によっています。投資有価証券は株式であり、毎月時価の把握を行っております。 

２．金融商品の時価等に関する事項    

      2023年 3月 31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。 なお、市場価格のない株式等（貸借対照表計上額 26,447千円）は、 

     「その他有価証券」には含めておりません。 

 (単位：千円) 

 貸借対照表計上額 時   価 差  額 

投資有価証券 

その他有価証券 

 

76,674 

 

76,674 

 

－ 

（注 1） 現金は注記を省略しており、預金、預託金、信用取引貸付金、有価証券（譲渡性預

金）、信用取引借入金、預り金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するも

のであることから、注記を省略しております。 

（注 2） 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

     金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じ 

て、以下の 3つのレベルに分類しております。 

      レベル 1の時価 ： 観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において                  

形成される当該時価の算定の対象となる資産または負債に関する相                  

場価格により算定した時価 

      レベル 2 の時価 : 観察可能な時価に係るインプットのうち、レベル 1 のインプット以外の                  

時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価 

      レベル 3の時価 ： 観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

      時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに

時価を分類しております。 
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  投資有価証券  

     上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されてい 

    るため、その時価をレベル 1の時価に分類しております。 

 

『税効果会計に関する注記』 

2022年 3月期 

繰延税金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額金であります。 

 

2023年 3月期 

繰延税金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額金であります。 

 

『関連当事者との取引に関する注記』 

2022年 3月期 

 親会社及び法人主要株主等                             （単位：千円）   

 

種 類 

 

会社等の 

名称 

議決権等の 

所有（被所

有）割合 

関連当事者 

との関係 

 

取引の内容 

 

取引金額 

 

科 目 期末残高 

親会社 株式会社 

北洋銀行 

100% 

（被所有） 

預金取引、 

資金調達、 

金融商品仲

介業務等 

人件費の支払 

（注 1） 

194,104 

 

－ 

 

－ 

 

固定資産の売却 

（注 2） 

25,890 － － 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注 1） 従業員の出向元の給与水準に基づき決定しております。 

（注 2） 固定資産の売却価格については、双方協議の上締結した契約書に基づいており、一般

的取引条件と同様に決定しております。 

（注 3） 取引金額には消費税等は含まれておりません。 

 

2023年 3月期                                   

親会社及び法人主要株主等                                （単位：千円）    

 

種 類 

 

会社等の 

名称 

議決権等の 

所有（被所

有）割合 

関連当事者 

との関係 

 

取引の内容 

 

取引金額 

 

科 目 期末残高 

親会社 株式会社 

北洋銀行 

100% 

（被所有） 

預金取引、 

資金調達、 

金融商品仲

介業務等 

資金の借入 

利息の支出 

（注 1） 

500,000 

19 

－ 

 

－ 

 

人件費の支払 

（注 2） 

241,645 － － 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注 1） 利率は、期間に応じた市場金利を勘案の上、合理的に決定しております。 

（注 2） 従業員の出向元の給与水準に基づき決定しております。 

（注 3） 取引金額には消費税等は含まれておりません。 
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『1株当たり情報に関する注記』  

  2022年 3月期 2023年 3月期 

 １．1株当たり純資産額 155円 18銭 124円 70銭 

 ２．1株当たり当期純利益（△損失）  4円 60銭 △30円 21銭 

 

２．借入金の主要な借入先及び借入金額 

 (単位：百万円) 

借  入  先 
2022年 3月期 2023年 3月期 

借入金の種類 借入金額 借入金の種類 借入金額 

日本証券金融株式会社 信用取引借入金 636 信用取引借入金 519 

 

３．保有する有価証券（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券

を除く。）の取得価額、時価及び評価損益    

（単位：百万円) 

 
2022年 3月期 2023年 3月期 

取得価額 時 価 評価損益 取得価額 時 価 評価損益 

１．流動資産 54 54 - 54 54 - 

 （１）株  券 - - - - - - 

 （２）債  券 - - - - - - 

 （３）その他 54 54 - 54 54 - 

２．固定資産 59 111 52 59 103 44 

 （１）株  券 59 111 52 59 103 44 

 （２）債  券 - - - - - - 

 （３）その他 - - - - - - 

合   計 113 165 52 113 157 44 

 

４．デリバティブ取引（トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除

く。）の契約価額、時価及び評価損益 

  （１）先物取引・オプション取引の状況 

   ①株式 

     該当事項はありません。 

   ②債券 

     該当事項はありません。 

（２）有価証券店頭デリバティブ取引の状況 

     該当事項はありません。 

 

５．財務諸表に関する会計監査法人等による監査の有無 

    当社は、会社法第 436条第２項第１号の規定に基づき、有限責任あずさ監査法人による 

監査を受け、監査報告書を受領しております。 
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Ⅳ 管理の状況 

 １．内部管理の状況の概要 

当社は、顧客調査、取引開始基準、過当勧誘の防止等に関して必要な基本事項について、

当社の営業活動を適正化させるため規程を制定するとともに、本部において内部管理に関する

最高責任者として専務取締役管理本部長を内部管理統括責任者に任命し、内部管理体制の

整備と強化に努めるとともに、執行役員コンプライアンス部長が内部管理統括補助責任者として

これを補助し、また各部店においても内部管理責任者を配置することで、適正な営業活動に関

する内部管理を徹底しております。 

監査部が定期的に実施する内部監査を通じて、会社の業務執行状況の実態を把握し、すべ

ての業務が法令・諸規則、定款および社内諸規則に準拠して適正、妥当かつ合理的に行われ

ているかを検証し、その監査結果を取締役社長に報告しております。 

お客様からのご相談、苦情等のお申出に対しましてはコンプライアンス部のほか、各営

業所単位で受付ける態勢としており、「苦情・紛争処理規定」に基づき、迅速・公平かつ適切

な対応を図っております。 

  

２．分別管理等の状況 

  （１）顧客分別金信託の状況 (単位：百万円) 

項     目 2022年 3月 31 日現在の金額 2023年 3月 31日現在の金額 

直近差替計算基準日の 

顧客分別金必要額 
4,541 4,267 

期末日現在の 

顧客分別金信託額 
4,600 4,300 

期末日現在の 

顧客分別金必要額 
4,641 3,757 

 

  （２）有価証券の分別管理の状況   

    ①保護預り等有価証券    

有価証券の種類 
2022年 3月 31 日現在 2023 年 3月 31日現在 

国内証券 外国証券 国内証券 外国証券 

株   券 株   数 60,492  千株 793 千株  59,107  千株 1,275 千株  

 

債   券 

 

 

額面金額 

 

 

7,104 百万円 

 

24,765 百万円  

 

9,037 百万円 

 

18,905 百万円  

   38 百万USD    35 百万USD 

12 百万AUD 7 百万AUD 

0 百万NZD 0 百万NZD 

68 百万TRY 57 百万TRY 

222 百万I N R 182 百万I N R 

3 百万BRL 2 百万BRL 

10 百万MXN 0 百万MXN 

0 百万CAD - 百万CAD 

受益証券 口   数 26,218 百万口 
451 百万USD 

31,659 百万口 
404 百万USD 

1,849 百万TRY         3,724 百万TRY         
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②受入保証金代用有価証券 

有価証券の種類 
2022年 3月 31日現在 2023 年 3月 31日現在 

数    量 数    量 

株 券 株 数 568千株 254千株 

債 券 額面金額 - 百万円 - 百万円 

受益証券 口 数 4百万口 - 百万口 

③管理の状況  

       当社は、金融商品取引法第 42 条の４及び関連法令・諸規則並びに当社規程「分別管

理に関する規程」に定めるところより、顧客資産を分別保管し、日本証券業協会理事会

決議に基づく、顧客資産の分別保管状況による「外部検証」を有限責任あずさ監査法人

による検証を実施しております。 

 

（３）対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等に係る分別管理の状況 

     該当事項はありません。 

 

（４）金融商品取引法第 43条の２の２および第 43条の３の規定に基づく区分管理の状況 

該当事項はありません。 
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Ⅴ 連結子会社等の状況に関する事項  

 １．当社及びその子会社等の集団の構成 

    該当事項はありません。 

 

 ２．子会社等の商号又は名称、本店又は主たる事務所の所在地、資本金の額、事業の

内容等 

    該当事項はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


